〔参考資料３〕
災害や地域特性に応じた避難誘導時の留意点
　
　災害時の種類や地域の状況により、避難支援の内容は異なってくる。
　災害の種類については、事前対応の可否により大きく対応が異なる。
	予測可能な災害
（風水害など）
	気象情報などにより、事前に予想がしやすい災害の発生が見込まれる場合には、時間的に余裕がある安全なうちに事前に対策をとることが望まれる。


	突発的な災害
（地震・津波など）

	地震・津波等の予知が難しい災害に関しては、発災後の対応を行うことになるが、中でも津波に関しては発災後に安全に避難支援を実施できる時間が限られることから、迅速な行動をとる必要がある。



本市には、中心市街地を流れる狩野川や63㎞に及ぶ海岸線、身近で登山が楽しめる沼津アルプスや愛鷹山麓など、多様な自然環境が存在し地域により地理的環境は大きく異なる。
しかしこのことは災害時には、被災の種類や内容が地域により異なる要因となり、地域における被災リスクを把握しておくことが避難支援の第一歩となる。
また、地域コミュニティの規模・組成・取り組みなどにより、支援活動の内容も異なるため、地域における避難支援の計画を策定することが重要である。
	中心市街地
	・災害の特徴
人口及び建築物が集中し、ライフライン、交通機関等が高密度に整備されており、一つの災害が他の災害を誘発しやすく、災害の同時多発や急速な拡大などの恐れがある。
・相互の関係を構築する
　アパートやマンションなどは、入居者の出入りが短い期間で行われる場合もあり、災害時の共助活動に必要となる、お互いの関係を構築することが大変重要となる。
・避難所の拡充
　人口が集中しているため、大勢の避難者が出る可能性もある。また、福祉避難所となる社会福祉施設が市街地には少ないため、地域で利用可能な施設等を把握しておく。


	水害危険地域
	・災害前の退避
　堤防の決壊や河川の氾濫について状況を把握し、災害が発生する前に退避することが望ましい。
避難所への移動に危険を伴う場合には、自宅の２階など少しでも高いところに避難する。


	

	土砂災害危険地域
	・災害前の退避
降雨の情報等を把握し、災害が発生する前に退避することが望ましい。避難所への移動に危険を伴う場合には、自宅の中でも崖から離れたところ、少しでも高いところに避難する。
・個別計画の作成
家屋の見取り図や通常時の居所などを記載した個別計画を作成しておくことで迅速な避難支援や救助活動が可能となる。


	津波危険地域
	・迅速に行動する
静岡県が公表した「第4次地震被害想定」によると、早いところでは10分以内に津波が到達するため、迅速に避難行動をとる。
・柔軟に対応する
あらかじめ支援者を定めている場合でも、時間的に余裕がないことが想定されるため、近隣同士で声を掛け合いながら避難をする。
・安全を優先する
避難支援者の安全を最大限確保するため、避難支援者の行動範囲や活動時間については、予想される災害被害に応じて、最終的な「退避」の判断基準を定め、地域において認識を共有する。


	孤立化想定
地域
	・備蓄品の用意
道路や橋が被災することにより、物資の供給が滞る恐れがある地域では、流通が復旧するまでの期間の備蓄品を準備することが望ましい。


	高齢化地域
過疎地域
（昼間・夜間）
	・近隣自治体や連合自治会との連携
高齢化や過疎が進んだ地域や団地などでは、自治会内に避難支援活動ができる人が少ないことがあるため、近隣の自治会相互や連合自治会、地域の企業や応援の見込める団体と助け合う体制を構築する。


	集合住宅や
自治会未加入など
	・新しいマンションなどで自治会等のコミュニティが結成されていない地域では、まず近隣住民の相互理解を推進する組織を設立する。
・自治会が存在する地域で、自治会未加入の人がいるときは、加入を促す。
・団体や組織に所属しない場合でも、隣近所との交流を図り、顔の見える関係を構築する。
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